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「第７期京都市民長寿すこやかプラン」の進捗状況について 

 2018 年度から 2020 年度までの３箇年を計画期間とする「第７期京都市民長寿すこやか

プラン」は，基本理念を実現するため，４つの重点取組を掲げ，施策・事業を総合的に推

進している。 

１ 計画体系 

① 計画期間 

② 基本理念・重点取組 

京都市高齢者施策推進協議会 

第１回(R1.6.11） 資料１ 

「団塊の世代」が 75 歳以上となる 2025 年を

見据え，本市における地域包括ケアシステム

の深化・推進に向けて，中長期的な視野に立

った施策を展開

〇基本理念

元気で活動意欲の高い高齢者に地域社会の幅広い支え手として活躍いただくことを期待し，「互いに支え

合い」という文言を第６期プランから追加

〇重点取組

「健康長寿のまち・京都」の実現に向け，改正介護保険法（２０１８年４月施行）においても高齢者の自

立支援と要介護状態の重度化防止に重点が置かれていることを踏まえ，重点取組１「健康寿命の延伸に向け

た健康づくり・介護予防の推進」の順番を１番目に変更（第６期は２番目(重点取組２)）
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２ 数値目標に係る達成状況と評価

○ 京都の先人たちによって培われ，受け継がれてきた地域力，文化力をいかして，近

年，関心が高まりつつある「フレイル（※）対策」を含む，健康づくり・介護予防の

取組を推進し，健康寿命の延伸につなげます。

  ※ 「フレイル」とは，日本老年医学会が提唱している概念で，日常生活上で自立した健康な方が要介護

状態に至る間に，心身の活力が弱ってきた状態です。この状態の方は，適切な対応により健康な方向へ

戻すことができることから，こうした状態の方へのアプローチ，対策が重要となります。

○ 適切な介護予防ケアマネジメントを通して，高齢者の状態に応じた介護予防の取組

を支援します。

○ 「健康長寿のまち・京都」の実現に向け，京都のまちの日常生活にある地域や人と

のつながりの中で，市民一人ひとりが笑顔で主体的に楽しみながら健康づくりに取り

組むとともに，社会や地域全体で健康づくりに取り組んでいく環境づくりを推進しま

す。

○ 高齢者が培ってきた知恵や経験，能力をいかし，地域社会の幅広い支え手として活

躍できるよう支援し，健康寿命の延伸につなげます。

目標指標 ２０１７年度（７月末） ２０２０年度

通いの場の箇所数 ８０４箇所 ９５０箇所※

※ 健康長寿サロン及び介護予防活動を行う自主グループについて，それぞれ元学区に概ね２

箇所の設置を目標とする。これに，健康づくりサポーターの活動等の上記以外の通いの場を

加えた９５０箇所を２０２０年度の目標とする。

【重点取組１】健康寿命の延伸に向けた健康づくり・介護予防の推進

≪取組方針≫

１ 健康づくり・介護予防の取組の推進

 第７期プランから，必須記載事項として，被保険者の地域における自立した日常生活の支援，

要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び介護給付等

に要する費用の適正化に関し，市町村が取り組むべき施策及びその目標に関する事項を定める

こととされた。

 このことを受け，第７期プランにおいては，積極的に数値目標を掲げ，その達成状況につい

て評価する。

実績値：８３９箇所（平成３１年３月３１日時点，速報値）

評 価：目標をやや下回るペースではあるものの，通いの場のうち，地域介護予防推

進センターが育成・支援する自主グループについては実績が順調に伸びており，一層

伸ばしていく。
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目標指標 ２０１７年度 ２０２０年度

スポーツ関係のグループやクラブに

週１回以上参加している方の割合
１５．６％※ 上昇 

※ ２０１６年度すこやかアンケート（高齢者調査）に基づく。

目標指標 ２０１７年度 ２０２０年度

介護予防ケアマネジメントリーダ

ー養成研修修了者を配置している

高齢サポート数

１４箇所 ６１箇所※

※ ２０１８年度２４箇所（累計３８箇所），２０１９年度２３箇所（累計６１箇所：市内全高

齢サポート）

目標指標 ２０１７年度 ２０２０年度

ケアプランの事例検討を月１回以上

実施している高齢サポート数
― 箇所 ３８箇所※

※ 介護予防ケアマネジメントリーダー養成研修修了者が，修了年度の翌年度のフォローア

ップ研修を経て事例検討を順次開催し，修了年度の翌々年度から事例検討を定期的に開催

することを想定している。

目標指標 ２０１７年度（９月末） ２０２０年度

認定率（第１号被保険者数に占め

る要支援・要介護認定者数の割合）
２１．７３％

２０２０年の推計値

（２３．００％）を下回る。

実績値：令和元年度内に実施予定のすこやかアンケート（高齢者調査）において判明

予定。

評 価：体操等の運動に取り組む「通いの場」の拡充などの取組を通じて，参加者数

の増加を図っていく。

実績値：３８箇所（平成３０年度）

評 価：計画どおりに進捗しているが，今後も継続して養成研修を実施する。

実績値：４箇所（平成３０年度）

評 価：月１回以上実施している高齢サポートは４箇所にとどまっているが，２０１

７年度に高齢サポートに配置された１４箇所の研修修了者が，想定より１年早く取組

を開始されたものである。研修修了者と連携しつつ，今後さらなる事例検討の取組推

進を行っていく。

実績値：２２．５％（平成３１年３月３１日時点）

評 価：推計値（２２．１％）よりも０．４ポイント高くなっている。自立支援・重

度化防止に資する介護予防ケアマネジメントの実施及び介護予防の取組の充実を行っ

ていく必要がある。 
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【数値目標】

目標指標 ２０１７年度 ２０２０年度

ボランティアのグループに参加

している方の割合
１３．５％※ 上昇 

※ ２０１６年度すこやかアンケート（高齢者調査）に基づく。

目標指標 ２０１７年度（２月末） ２０２０年度

支え合い型ヘルプサービス従事

者養成研修修了者数（累計）※１ ７８７人 １，３００人※２

※１ ２０１５年度京都市高齢者支え合い活動創出モデル事業における担い手養成講座の

修了者数を含む（２０１５年度からの累計値）。

※２ ２０１７年度末の見込値から加えて，毎年度１５０人ずつの養成を目標とする。

目標指標 ２０１７年度（２月末） ２０２０年度

地域支え合い活動入門講座

修了者数（累計）
６７０人 １，１５０人※

※ ２０１６年度からの累計値。２０１７年度末の見込値から加えて，毎年度１５０人ずつ

    の養成を目標とする。

２ 就労支援・担い手づくりと社会参加の推進

実績値：令和元年度内に実施予定のすこやかアンケート（高齢者調査）において判明

予定。

評 価：地域支え合い活動創出コーディネーターの活動等を通じて，地域におけるボ

ランティア活動に取り組む意識の醸成や，活動に結びつくためのきっかけづくり等に

ついて，引き続き取り組む必要がある。

実績値：１，０５８人（平成３１年３月３１日時点）

評 価：計画値（９３７人）を１２１人上回っているが，研修修了者が，実際にサー

ビス提供に従事することが重要であるため，研修修了者に対して，サービス提供の具

体的なイメージを持てるよう，事業所の担当者が受講者の疑問に答えるプログラムを

実施するなど，取り組んでいる。

実績値：１，１８７人（平成３１年３月３１日時点）

評 価：平成３０年度で新たに４４６人が講座を修了した。各区・支所単位で入門講

座を計３６回開催し，着実に講座修了者の人数が増えている。修了者が活動に対する

意欲を維持できるよう，活動につながるまでの期間に新たなスキルアップ等のフォロ

ーアップを目的とした講座の開催を推進していく。
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○ 地域のすべての関係者が「我が事」として，生活課題に「丸ごと」対応できる地域

づくり，包括的な支援体制づくりに向けた意識の共有を進めます。

○ 地域ニーズや資源の状況を十分に把握するとともに，目指す地域の姿や方針を地域

の関係者で共有し，地域での支え合い活動を含む新たなサービスの創出について検討

することを通じて，支え合う地域づくりへの共通の意識を醸成します。

○ 地域における見守り体制の構築を推進します。

○ 日常生活自立支援事業や成年後見制度の利用促進をはじめとした権利擁護の取組を

進めます。

○ もしものとき，あるいは亡くなった後のことについて，あらかじめ自分ごととして

専門家や家族等と一緒に考え・共有し・備える「人生の終い支度」の普及・啓発を促

進します。

 【数値目標】

目標指標 ２０１７年度（１月末） ２０２０年度

地域支え合い活動調整会議

実施回数（累計）
１１１回 ７４２回※

※ ２０１６年度からの累計値。２０１７年度末の見込値から加えて，各区・支所単位で

年１３回の開催を目標とする。

≪取組方針≫

１ 地域で支え合う体制の構築と意識の共有

【重点取組２】地域で支え合う地域共生のまちづくりの推進

実績値：３１６回（平成３１年３月３１日時点）

評 価：平成３０年度に１６２回開催した。数値目標よりはやや少ないペースではあ

るが，昨年度実績を上回る回数の会議を実施することができた。引き続き，関係機関

との連携を更に深め，地域における支え合う地域づくりへの共通意識の醸成及び既存

のサービスが行き届かない高齢者への支援につなげるためのサービス創出につなげる

よう，取組を進めていく。
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 【数値目標】

目標指標 ２０１７年度（２月末） ２０２０年度

成年後見支援センターへの

相談件数（累計）
４，７６０件 ７，６７３件※

※ ２０１２年度からの累計値。２０１７年度末の見込値から加えて，単年度件数の毎年度

    ３％増加を目標とする。

目標指標 ２０１７年度 ２０２０年度

認知症サポート医養成者数

（累計）※１ ６０人 １００人※２

※１ ２００６年度からの累計値。認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）の数値

     目標改訂を踏まえ，本市の数値目標についても上方修正する。

※２ ２０１７年度末の見込値から加えて，毎年度概ね１３人の養成を目標とする。

目標指標 ２０１７年度（１月末） ２０２０年度

認知症サポーター養成者数

（累計）※１ １０２，０８１人 １４４，０００人※２

※１ ２００６年度からの累計値。認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）の数値

目標改訂を踏まえ，本市の数値目標についても上方修正する。

※２ ２０１７年度末の見込値から加えて，毎年度概ね１３，０００人の養成を目標とする。

２ 認知症の方を含む高齢者にやさしい地域づくり

≪取組内容≫

実績値：５，８４０件（平成３１年３月３１日時点）

評 価：令和元年度から，成年後見支援センターを，本市における成年後見制度の利

用促進に係る中核機関として位置づける。これに伴い，体制の強化を行い，相談事業

の充実を図る。併せて，成年後見制度の制度概要を記したパンフレットを作成し，周

知を行う。これらの取組を通じて相談件数の増加を図っていく。

実績値：７３人（平成３１年３月３１日時点）

評 価：平成３０年度は１３人を新たに養成した。概ね想定どおりの進捗であるが，

認知症サポート医の質の担保のため地区医師会推薦を基本とする現在の手法を維持し

つつ，京都府医師会・京都府としっかり協議しながら事業を進めていく。

実績値：１１６，１８０人（平成３１年３月３１日時点）

評 価：平成３０年度は１１，７８８人を新たに養成した。概ね想定どおりの進捗で

あり，引き続き事業を進めていく。
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目標指標 ２０１７年度 ２０２０年度

認知症初期集中支援チーム

設置数
３箇所 全市展開※

※ ２０１８年度以降できるだけ早期の全市展開を目指す。

○ 京都市居住支援協議会における取組をはじめ，高齢者が安心して暮らせる住まい環

境づくりを推進します。

○ 「介護離職ゼロ」の実現に向けて，介護サービス基盤（特別養護老人ホーム，

認知症対応型共同生活介護，特定施設入居者生活介護，小規模多機能型居宅介

護等）の充実など，必要な介護サービスの供給量の確保等を行います。

○ 自立支援，介護予防の理念を踏まえた介護保険制度の仕組みを市民に理解いただけ

るよう普及・啓発を促進するとともに，給付の適正化に向けた取組を行います。

○ 介護の仕事の魅力向上の取組等による担い手確保を進めるとともに，多様な

担い手の活躍による介護専門職の中重度者支援への重点化を促進します。

【重点取組３】安心して暮らせる住まい環境の確保と介護サービス等の充実

≪取組方針≫

実績値：６箇所（平成３１年３月３１日時点）

評 価：平成３０年度に３チームを増設（平成３０年８月１日）し，１１行政区・支

所を対象エリアとした計６チームが稼動している。（北区・上京区，左京区，山科区，

下京区・南区，西京区〔洛西含む〕，伏見区〔深草，醍醐含む〕）※下線は新設。

概ね想定どおりの進捗と評価できる。残る行政区である，中京区，東山区，右京区が

対象エリアとなるよう，令和元年７月からの全市展開に向け取組を進める。
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 【数値目標】主な施設・居住系サービスの整備等目標数          （人分）

目標指標

２０１７年

度
（見込み）

２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度

特別養護老人ホーム
（介護老人福祉施設）

６，１０７ ６，２９６ ６，５３２ ６，７１７

認知症高齢者グループ
ホーム（認知症対応型共
同生活介護）

２，２４７ ２，３１０ ２，３７３ ２，４４５

介護専用型特定施設 １，５９９ １，８０８ ２，０１６ ２，２２４

 【数値目標】

目標指標 ２０１７年度（９月末） ２０２０年度

指定市町村事務受託法人の認定調査

員に占める認定調査員現任研修修了

者の比率

５３％ ７０％※

※ 指定市町村事務受託法人に所属する認定調査員の現任研修修了者の２０１７年度におけ

る比率は，法人によって４０％台から７０％台までばらつきがあることから，第７期中は，

全体的な底上げを図るため，全法人が７０％を超えることを目指す。

１ 安心して暮らせる住まい環境づくりの推進

２ 介護サービス等の充実

３ 介護・福祉に従事する担い手の確保・定着及び育成

実績値：２０２０年度末時点で予定されている整備数（令和元年６月時点）

      （単位：人）

整備目標 整備数 進捗率

特別養護老人ホーム 610 524 85.9％
認知症高齢者グループ

ホーム

198 204 103.0％

介護専用型特定施設 625 570 91.2%
評 価：全体としては概ね順調に推移しているものの，特養については，建築価格の

高騰や介護の担い手確保等の課題もあるが，引き続き目標達成に向けて取り組む。

実績値：４８％（平成３０年度）

評 価：平成２９年度から５％下がっており，今後連絡周知の徹底を行うことで各法

人において認定調査員が研修受講出来るように働きかけをする。また，各法人により

研修修了者の比率にばらつきがあるため，連絡周知の際に公平公正な介護認定のため

に重要な役割を持つ認定調査であることを意識してもらえるような働きかけも行う。
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○ 医療と介護をはじめとする多職種の地域ケア会議への参画による多職種協働を推進

します。

○ 高齢者人口の増加等に対応した高齢サポートの運営体制を強化します。

○ 在宅医療・介護連携支援センターの活動を通じて在宅医療・介護連携を推進します。

 【数値目標】

目標指標 ２０１７年度 ２０２０年度

高齢サポートを認知している人の割合 ５４．２％※ 上昇  

  ※ ２０１６年度すこやかアンケート（高齢者調査）に基づく。

【重点取組４】切れ目ない医療・介護・生活支援サービスの提供体制の強化

≪取組方針≫

１ 地域での支援ネットワークの強化

実績値：令和元年度内に実施予定のすこやかアンケート（高齢者調査）において判明

予定。

評 価：介護保険料納入通知書への周知チラシの同封や一人暮らし高齢者宅への訪問

活動，その他日常の活動を通じた地域ネットワーク構築等を通じて，高齢サポート（地

域包括支援センター）の認知度向上に努めている。
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 【数値目標】

目標指標 ２０１７年度 ２０２０年度

在宅医療・介護連携支援センター

設置数
２箇所 全市展開※

※ ２０１８年度以降できるだけ早期の全市展開を目指す。

３ 主な施策・事業ごとの取組状況

別紙のとおり

２ 医療と介護の連携強化

実績値：５箇所（平成３１年３月３１日時点）

評 価：平成３０年度に３センターを増設（２センターは平成３０年６月１日，１セ

ンターは平成３０年１２月３日）し，８行政区・支所を対象エリアとした計５センタ

ーが稼動している。（北区・上京区，中京区，下京区・南区，右京区，西京区〔洛西含

む〕）※下線は新設。概ね想定どおりの進捗と評価できる。残る行政区である，左京区，

東山区，山科区，伏見区〔深草，醍醐含む〕が対象エリアとなるよう，令和元年度中

の全市展開に向け取組を進める。


